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株式会社A（以下、平成 19年 9月 1日にY1に吸収合併された合併前の同社を「旧
A」という。）は、平成 18年当時、飲食店「牛角」、コンビニエンスストア「ampm」、
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法 108条 1項 7号）とした上で、旧Aが全部取得条項付株式 1株につき普通株式
0.00004547株の交付と引換えにこれを全部取得し（同法 170条 1項 1号。以下、
「本件全部取得手続」といい、上記定款変更前の旧Aの株式を「旧株」、新たに交付
された普通株式を「新株」という。）、③新株合計 1株を任意売却し、その売却代金







高裁決定（東京高決平成 20年 9月 12日金融・商事判例 1301号 28頁）は、旧株
1株当たりの適正価格を 33万 6966円と決定し、これに対する抗告は棄却された
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Y1は、AP8が本件MBOの後、旧Aを吸収合併し、平成 19年 9月 1日に「株









709条に基づき、Y2に対しては会社法 429条 1項又は民法 709条に基づき、Y3
ないしY7に対しては会社法 429条 1項に基づき、それぞれ損害賠償を求めた事案
である。
原判決は、以下のように述べてXらの請求を棄却した（東京地判平 23年 2月 18




























































































































































































































































































































































ス法務 13巻 11号 51頁（2013年）。
(15)田中亘＝岡田光＝後藤高志「レックスHD事件高裁判決の意義と実務への影響（上）」ビ

















































































































































































いて』の解説」ビジネス法務 13巻 11号 53頁以下（2013年）。
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るべきものと考える。
（弁護士）
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